
はじめに
福岡県では、平成12年に制定された「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」を受

け、平成15年に「福岡県人権教育・啓発基本指針」を策定し、本県の実情に即した人権教

育・啓発に関する施策を総合的に推進してきました。

また、県教育委員会では、この「基本指針」の教育分野における具現化のために作成した

「福岡県人権教育推進プラン」に基づき、児童生徒の人権尊重精神の育成や学力と進路の保

障など、学校の教育活動全体を通じた人権教育の推進を図っています。

さらに、「人権教育指導者用手引き」をはじめとする人権教育資料や『あおぞら２』など

の人権教育教材を作成し、その活用を促進する取組を進めてきました。

しかしながら、依然として学校や地域、家庭、職場において、同和問題をはじめとする

様々な偏見や差別が見られます。また、国際化や情報化の進展などを背景に新たな人権問題

が顕在化する一方で、個別の人権課題の解決に向けた法整備が進むなど、人権を取り巻く状

況の変化を踏まえ、平成30年に福岡県は「基本指針」の改定を行いました。

一方、人権教育において、すべての児童生徒に社会参加と自己実現を可能とする「生きる

力」をはぐくむ取組は重要な柱であり、これまで生活実態や学力実態から学力形成の背景や

基盤が多様であること等が提起され、課題解決のために取組を進めてきました。とりわけ、

教育上配慮が必要な状況にある児童生徒については、その状況を的確にとらえて具体的に取

組を進めていくとともに、学力向上と人権感覚の育成をあわせて追求することが効果がある

ことが指摘されてきました。

このような状況を踏まえ、県教育委員会では、令和３年から、社会的・経済的な要因によ

り教育的に不利な環境の下にある児童生徒を含め、一人一人の丁寧な児童生徒理解に基づ

き、それぞれの教育的ニーズに応じたきめ細かな支援を行い、学力の向上と人権感覚の育成

とを併せて追求するための研究事業を行ってまいりました。新型コロナウイルス感染症の影

響により、事業の推進が難しくなった時期もありましたが、研究実践等に協力いただいた各

市町村教育委員会、学校関係者、研究協力者の方々のおかげをもちまして、これまで積み重

ねてきた成果や手法等を踏まえ、一冊の人権教育資料としてまとめることができました。実

践事例としましては、小・中学校を掲載しておりますが、高等学校及び特別支援学校におい

ても活用できる内容としております。

本資料を積極的に活用していただき、学校教育における人権教育の取組の充実等に役立て

ていただきますようお願いします。

最後に、本資料の作成にあたり、多大な御尽力と御協力をいただきました研究協力者の皆

様や研究指定校をはじめ関係者の皆様に対して、厚く御礼申し上げます。

令和６年３月

福 岡 県 教 育 委 員 会
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【活用にあたって】

教育活動を進める中で、上のような悩みや願いを持たれていませんか。
学校教育における人権教育が目指すものは二つあります。一つが、人権に関する知的理解の

深化と人権感覚の育成、つまり、「人権尊重精神の育成」であり、もう一つが自立・自己実現
を図るための支援、つまり、「学力と進路の保障」です。

福岡県教育委員会では、社会的・経済的な要因により教育的に不利な環境の下にある児童生
徒の学力向上との相関について分析するため、平成26年に県内の小・中学校から抽出した学校
を対象に、児童生徒の学力及び生活等に関する状況の調査を行いました。
調査の結果からは次の点等が指摘されています。

そこで、各学校において、すべての児童生徒に安心感や自信を与え、社会的・経済的な要因
により教育的に不利な環境の下にある児童生徒を含め、一人一人の丁寧な児童生徒理解に基づ
いた教育活動の展開を通して、学力と進路の保障を行うことができるよう、本資料を作成しま
した。

第Ⅰ章では、「人権教育を基盤とした効果のある学校づくり」についての概要と児童生徒の
変容を掲載しています。

第Ⅱ章では、県内で研究実践を行っていただいた研究指定校６校の具体的な実践を掲載して
います。

また、各学校の実践については、研究協力者の方々からご意見をいただくとともに、終章に
おいて、本研究事業のベースである「力のある学校（empowering schools）」の備えるべき要
素をまとめて「スクールバスモデル」として提示された大阪大学 志水 宏吉 教授から今後
の実践に向けた御提言をいただいています。
本資料に掲載している具体的な実践の中には「これは私の学校でもやっている」と思われる

実践もあると思います。その実践を人権教育で大切にしている視点から改めて考えてみたと
き、これらの実践が子どもを中心につながり合い、大きな相乗効果をもたらすと考えます。
ぜひ、教育活動全体を通じた人権教育の推進に向け、ご活用ください。

「効果のある学校」とは？ 「８つの要素」とは？ どんな変容があったの？

どんな実践をしたの？ 児童生徒の姿は？ 先生たちの姿は？
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〇社会的要因（人権課題の有無）や経済的要因（就学援助の有無）に伴う諸要素と学力形

成に相関があること

〇児童生徒の「自尊感情」「自己効力感」「社会貢献意識」「進学意欲」といった意識と

「学習習慣」の確立が学力形成の阻害要因を軽減する可能性があること

人権教育を基盤にした効果のある学校づくり

一人一人の子どもの背景は違う。
一人一人が様々な力をつけて成長してほしい。

みんなが安心して過ごせる学校になっている
だろうか。

一人一人が「やってみよう！」と自信を持て
る授業ってどんな授業なの？

子どもたちの学力を伸ばしたい！

一人一人の子どもの背景は違うけれど、一人
一人が様々な力をつけているね！

いつもみんなが安心して過ごしているね！

一人一人が自信を持って授業にのぞんでい
るね！

子どもたちの学力がついてきたね！
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人権教育を基盤にした効果のある学校づくり

児童生徒の学力向上や自己実現を阻害する要因を踏まえた、学校の教育活動全体を通じ
た人権教育の取組を通して、学力向上を図る学校の在り方について実践的な研究を行う。

目的

一人一人の丁寧な児童生徒理解に基づき、すべての児童生徒に安心感や自信を与え、それぞれの教育
的ニーズに応じたきめ細かな支援を行うことで、社会的・経済的な要因により教育的に不利な環境の
下にある児童生徒の学力水準を押し上げている学校

「人権教育を基盤にした効果のある学校」とは

「人権教育を基盤にした効果のある学校」が備えるべき８つの要素
【福岡県版スクールバスモデル】

『公立学校の底力』 （志水宏吉 平成20年９月） をもとに作成
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【本事業の概要】

・学力テストや学習・生活
アンケート等の実施

児童生徒

・手立ての有効性の分析

人権教育を基盤にした効果のある学校
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実態の把握

・丁寧な児童生徒理解に
基づいた実践

・教職員をはじめとした
関係者間での共通理解

・分析をもとにした
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筑紫野市立二日市中学校
【研究協力者】同志社女子大学 現代社会学部現代こども学科

新谷 龍太朗 准教授

【研究テーマ】
仲間とともに、考えを広げ深め、自ら課題を解決していく生徒の育成

【重点要素】 ① ②

直方市立下境小学校
【研究協力者】関西大学 文学部総合人文学科

若槻 健 教授

【研究テーマ】
自他を大切にし、学びに向かう子どもを育てる学校づくり

【重点要素】 ① ⑧

筑前町立中牟田小学校
【研究協力者】京都教育大学 教育学部教育学専攻

中村 瑛仁 講師

【研究テーマ】
自ら考え・判断し・チャレンジする子どもの育成

【重点要素】 ① ②

八女市立立花中学校
【研究協力者】金城学院大学 人間科学部現代子ども教育学科

原田 琢也 教授

【研究テーマ】
生徒一人一人が「自分が大切にされている」と実感できる学校の創造

【重点要素】 ① ②

田川市立鎮西小学校
【研究協力者】関西学院大学 教育学部

濱元 伸彦 准教授

【研究テーマ】
自他を尊重し、意欲的に学ぶ子どもの育成

【重点要素】 ① ⑦

豊前市立黒土小学校
【研究協力者】京都教育大学 大学院連合教職実践研究科

佐古 清 教授

【研究テーマ】
主体的に学び、自分の考えを広げ深める児童の育成

【重点要素】 ① ⑦

学校に通っている児童生徒には様々な背景があります。それらの背景の中には、社会
的・経済的な要因も含まれています。
本事業において「効果のある学校」（effective schools）とは、「教育的に不利な

環境の下にある児童生徒の基礎学力を下支えしている学校」のことをいいます。
「効果のある学校」に関する研究では、このような学校において、学力の向上と人権

感覚の育成とがあわせて追求されている点に注目しており、人権感覚の育成は、児童生
徒の自主性や社会性などの人格的な発達を促進するばかりでなく、学校の役割の大事な
部分を占める学力形成においても成果を上げていることが指摘されています。

参考

【参考文献】
・『「力のある学校」の探求 大阪府・確かな学校力調査研究事業（平成19年度）から』
（「力のある学校」研究会 平成20年４月）
・『公立学校の底力』（志水宏吉 平成20年９月）
・『「力のある学校」の探究』（志水宏吉編 平成21年５月）
・『「効果のある学校」を実現するために』（京都府教育委員会 平成31年１月）
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大阪大学の志水宏吉教授は、このような「効果のある学校」に関する研究を踏まえた
上で、その学校に通うすべての子どもたちをエンパワーする学校、すなわち、子どもた
ちが自信を持って学校生活を送り、本来持っているポテンシャルを十二分に発揮させる
ことに成功している学校を「力のある学校」(empowering schools)とし、「力のある学
校」が備えるべき要素をスクールバスのイメージで示しています。
本事業では、これをもとに「人権教育を基盤にした効果のある学校」が備えるべき８

つの要素を福岡県版スクールバスモデルに表して取組を進めました。

「効果のある学校」ってどんな学校？

【本事業の研究指定校・研究テーマ及び研究協力者】



まず、小学校（４校）の児童に関しては、令和５年度の小

学６年生の学年集団に対象を絞り、標準学力検査の結果が

「評定１」 となった児童のパーセンテージを、前年度（５

年生時）と比較した（図１参照）。その結果、特に国語科に

おいては、５年生時は43.6%であった「評定１」の児童（就

学援助あり）が、６年生時は36.5％に減少する等、経済的背

景が厳しい児童の学力面での底上げが一定進んだと言える 。

次に、中学校（２校）に関しては、標準学力検査の結果、

特に数学科において「評定１」「評定２」の減少が確認され

た。図２が示すように、令和３年度から令和５年度にかけて、

「就学援助あり」の生徒における「評定１」「評定２」を合

計したパーセンテージが28.3％から23.8%へと減少した。学

年が上がるほど、学習内容の難度も上がることを考えれば、

学力保障の取組が一定の成果を上げたといってよい。

①

②

①「知識・技能」「思考・判断・表現」の２観点の点数を総合して算出さ
れた評定。

②ただし、事業初年度の令和３年度から継続した減少は確認されていない。
他方で、算数科では、令和４年度と令和５年度を比較すると「評定１」
のパーセンテージの若干の減少が確認された。

本事業を進めるにあたり、児童生徒理解を進めると同
時に事業を客観的に評価するため、各研究指定校で共通
の①標準学力検査「教研式CRT」、②学習・生活アンケー
トを行いました。
なお、事業を評価するにあたり、関西学院大学教育学

部 濱元 伸彦 准教授に、標準学力検査および学習・
生活アンケートから、児童生徒の変容を分析していただ
きました。

学力における児童生徒の変容

【事業を通した児童生徒の変容】

「効果のある学校づくり」と学力との関係について、濱元准教授は次のように述べています。

本事業では、全指定校において、要素①『すべての子どもの学びを支える学習指導』について「多様な
学びを促進する授業づくり」と「基礎学力定着のためのシステム」を重点とし、取り組みました（具体的
な手立て等は、６ページからの第Ⅱ章実践編に記載）。
児童生徒の学力向上や自己実現を阻害する要因のうち、大きなものの一つとして経済的要因が考えられ

ます。そこで、経済的要因については、就学援助制度の利用（以下、「就学援助」という。）の有無に着
目し、児童生徒に対する手立ての有効性を評価することとしました。
濱元准教授による分析は次のとおりです。

「効果のある学校づくり」の観点からいえば、学力格差の解消が重要な目標となる。特に、学力保障の
取組などにより、家庭の経済的背景が厳しい児童生徒の学力の下支えが進んだかどうかに注目する必要が
ある。

-4-

【①標準学力検査「教研式CRT」】
株式会社図書文化社が実施する、絶対評価法による目標基
準準拠検査。得点をもとに、最も低い評定を「評定１」と
し、小学校は３段階、中学校は５段階の評定を付与する。
【②学習・生活アンケート】
県教育庁人権・同和教育課が作成した４件法のアンケート。
質問項目は１５あり、それぞれの回答結果から「自尊感
情」「非認知スキル」「学習スキル」等を分析する。

今後に向けて（学力の向上）※濱元准教授分析より

図４および図５は、令和５年度の両教科の標準学力検査の結果（点
数）を観点別に示したものである。ここにみられるように、どの教科
（観点）においても、「就学援助あり」の児童生徒と全体との間に数ポ
イントのギャップ（格差）がある。特に、ギャップが大きいのが、国語
科の「思考・判断・表現」であるが、児童生徒全体としてもその点数は
低くなっている。このことから、現行の学習指導要領の学力観に照らし、
国語科に限らず、教育活動全体において、児童生徒が幅広い言語活動へ
参加することを通して、言葉を用いて「思考・判断・表現」する力を伸
ばしていくことが重要である。

第Ⅰ章 理論編



本事業では、学習・生活アンケートも行っている。こ
こでは特に、４校の小学校全体（４～６年生）のアン
ケート結果における変化を取り上げたい。その結果によ
れば、特に４校の「就学援助あり」の児童の回答におい
て、自尊感情、非認知スキル、学習スキルの３指標 に
向上がみられた。図３は、この３指標のうち自尊感情と
非認知スキルの値の変化を示したものである。図が示す
ように、小学校４校の「就学援助あり」の児童において、
自尊感情の値が令和３年度に2.80であったものが、令和
５年度には2.99に向上している。また、非認知スキルの
値も令和３年度の3.31から令和５年度の3.41にやや値の
上昇がみられる。

③

③自尊感情は「自分にはよいところがある」「自分は人の役に立っていると思う」など計５つの自己の評価に関する質問項目の回答結果を
合成した指標（1.0～4.0の幅）である。次に、非認知スキルは、社会性や課題解決のスキルに関わる５つの質問項目（「人の気持ちが分
かる人間になりたいと思う」「ちょっと難しい問題でもやってみたいと思う」など）の回答結果を合成した指標である。最後に、学習スキル
は、「先生が黒板に書いたことは、しっかりとノートにとっている」「家で宿題のほかに自分で勉強している」など学習の習慣や姿勢に関す
る４つの質問項目の回答結果を合成した指標である。

また、濱元准教授の分析結果とあわせて、「就学援助あり」の児童の「自尊感情」「非認知スキル」の
値と、児童全体の値の差が解消していることにも着目しています。

なお、「就学援助あり」の児童生徒の変容について、濱元准教授は次のように分析しています。

本事業では、濱元伸彦准教授に児童生徒の変容について分析していただきました。
各学校でも、この分析の視点等を参考にしながら、教育的に不利な環境の下にある児童
生徒を含め、すべての児童生徒の学力と進路の保障を進めていきましょう。
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以上のことから、部分的にではあるものの、本事業の研究指定校の教育実践が、家庭の経済的背景が
厳しい児童生徒に対して、学力保障の面で一定の成果を上げたことが確認される。また、本事業は「人
権教育を基盤にした」効果のある学校づくりをねらいとしたものだが、本冊子でも紹介されるような各
校の教育活動や児童生徒支援の取組により、人権感覚の基盤となる自尊感情や非認知スキルの面でも、
家庭の経済的背景が厳しい層の児童生徒に対し一定の効果があったといえよう。

児童生徒の変容から捉える本事業の成果

今後に向けて（自尊感情・非認知スキルの向上）※濱元准教授分析より

学力以外の面についていうと、図３が示すように、自尊感情や非認知スキルにおいて、経済的背景が厳しい層
の向上は見られたが、研究指定校の児童生徒全体の向上は十分に確認されなかった。各校の教育活動が、すべ
ての児童生徒の育ちを支え、人権感覚の基盤を形づくる上でさらに効果を上げられるよう、日常の集団づくりの
あり方を見直しつつ、教育活動全体のマネジメントを行うことが求められる。

このことから、本事業では学習・生活アンケートにおいて、「学
習スキル」だけでなく、人権感覚の基盤となる「自尊感情」「非認
知スキル」等の変容を分析し、手立ての有効性を評価しました。
図Ａは研究指定校のうちの１校が、学習・生活アンケートから児

童生徒の変容を分析するために独自に作成したものです。細かく分
析するために、標準学力検査における評定の３区分ではなく、４区
分（Ａ～Ｄ層）へと変更し、学力低位層（Ｄ層）の変容を確認しな
がら手立てを工夫していきました。その結果、図Ａに現れるように、
Ｄ層の児童生徒の変容が明らかになりました。

自尊感情・非認知スキル・学習スキルにおける児童生徒の変容

「効果のある学校」に関する研究では、学力の向上と人権感覚の育成とがあわせて追求されている点に注
目しており、人権感覚の育成は、児童生徒の自主性や社会性などの人格的な発達を促進するばかりでなく、
学校の役割の大事な部分を占める学力形成においても成果を上げて
いることが指摘されています。
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図Ａ Ｂ学校における学習・生活アンケートの変容
（Ｄ層全体）

児童生徒の変容についての分析結果から、本事業の成果について濱元准教授は次のように述べています。
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